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Ａ．研究目的 

「避難所における良好な生活環境の確保に向

けた取り組み指針」や「アレルギー疾患対策の

推進に関する基本的な指針」において、アレル

ギー患者は災害時の要配慮者としての対応が必

要であることが述べられている。厚労科研にて

「大規模災害時におけるアレルギー疾患患者の

問題の把握とその解決に向けた研究 （研究代表

者 小林茂俊）」が行われ、被災者支援のための患

者・医療従事者・行政向けのパンフレット 「災

害におけるアレルギー疾患の対応」が作成され

るなど、東日本大震災以降、災害時のアレルギ

ー患者への対応について様々な取り組みがすす

められている。一方で、実際の大規模災害時に

おけるアレルギー患者の実態に関する研究は乏

しく、これまでの災害対応への取り組みの有効

性や課題については明らかとなっていない。 

本研究では、令和6年能登半島地震において被

災したアレルギー患者ならびに支援に携わった

医療関係者をはじめとする支援者に聞き取り調

査を行い、災害時のアレルギー患者に生じた課

題とその解決方法について明らかにするととも

に、これまで行ってきたアレルギー患者への災

害対応の取組がどのように活用されているかに

ついて調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

被災地域のアレルギー患者とその家族および

医療者、災害医療にかかわった支援者（DMAT医

師、日本栄養士会JDA-DAT、石川県栄養士会、日

本薬剤師会災害チーム、患者会をはじめとする

民間支援団体等）に対して、対面あるいはWeb面

談による聞き取り調査を行った。アレルギー患

者とその家族には、被災時のアレルギー疾患の

状態と診療状況、実際に直面した問題点や有用

であったアレルギー災害対応の情報等について

聞き取りを行った。また、現地の医療者を含む

支援者に対しては、被災地域でのアレルギー支

援に関わる問題点やアレルギー災害対応の事前

準備等について調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究要旨 

厚労科研で作成した災害におけるアレルギー疾患の対応パンフレットをはじめとし、アレ

ルギー患者、家族や支援者に対してアレルギー疾患の災害対応に関わる様々な啓発活動が行

われている。ただし、これらの活動がアレルギー患者や支援者に対して災害時にどのように

活用されているか、その実態については明らかとなっていない。本研究では、令和 6 年能登

半島地震で被災した患者、家族、アレルギー患者への支援に関わった支援者への聞き取り調

査を実施し、災害時のアレルギー対応の実情を明らかにするとともに、その課題を抽出し

た。アレルギー患者への聞き取り調査では、アレルギーに関する相談を行った患者は半数以

下であり、多くの患者が食物アレルギー対応食の入手困難や気管支喘息の急性増悪、断水に

よる入浴困難による湿疹の悪化を経験していた。これらの患者の多くがアレルギーに関わる

災害対応の必要性に対する認識が不十分であり、事前の準備や情報の入手は限定的だった。

支援者においても同様に、災害時のアレルギー対応に関する知識を入手できないまま支援を

行っていた。アレルギー患者・家族、支援者ともに災害時のアレルギー対応の必要性につい

て十分な情報を入手出来ていなかった。災害時のアレルギー患者における疾病負担を軽減す

るためにひきつづき患者ならびに支援者への災害時のアレルギー対応に関する啓発活動を継

続する必要性があると考えられた。 
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本研究は、「ヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則」

および「人を対象とする生命科学・医学系研究

に関する倫理指針」に従い、各研究施設の倫理

審査委員会の許可を得た上で実施した。対象者

には研究の実施に際し、研究内容を文書にて説

明した上で同意書に署名いただき、集積した情

報については匿名化の上、代表研究機関にて保

存した。 

 

Ｃ．研究結果 

1） 患者・家族への聞き取り調査 

 金沢大学小児科・皮膚科・呼吸器内科および

関連施設、金沢医科大学氷見病院皮膚科、石川

県立中央病院呼吸器内科、まるおかクリニック

に通院中のアレルギー患者で本研究に同意いた

だいた32名 （28家族） に対して聞き取り調査を

行った。対象は、小児 23名 、成人9名で、性別

の内訳は男性 22名、女性 10名だった。発災時の

居住地は、被害の大きかった奥能登4市町 (珠洲

市、輪島市、能登町、穴水町) が29名、それ以外

の被災地が3名（七尾市、中能登町、内灘町）だ

った。半数の方が避難所に一時避難されていた。

アレルギー疾患の内訳は、食物アレルギー 23名、

アトピー性皮膚炎 16名、気管支喘息 13名、ア

レルギー性鼻炎 4名だった (重複あり) 。図１に

対象者を示す。 

 

発災後のアレルギー診療状況について調査を

行ったところ、内服薬に関して薬を持ち出せた

患者が11名、お薬手帳は7名だったが、ほとんど

の患者が薬の不足を訴えることはなかった。ア

レルギーに関する相談は全体の53%の患者が相談

をしなかった、もしくはできなかったと回答し

た（図2）。災害対応の準備に関しては、73%の患

者がなんらかの災害対策をしていたのに対し、

アレルギーへの災害対策については32%の患者し

か準備ができていなかった。アレルギーに関す

る災害対応の情報に関しては、事前に入手され

ていた患者は1名のみで、61%の患者が発災後も

アレルギー関連の情報を得ることはなかったと

回答した（図3）。 

 

 疾患別にみると、食物アレルギー患者では65%

の患者が何らかの対応困難があり、アレルギー

対応食の支援を受けた患者は8名のみだった。避

難所を利用し、食品のアレルギー表示を確認で

きた患者は1名のみだった。喘息患者では31%の

患者に急性増悪を認め、避難所の環境整備で症

状が改善した患者も存在した。アトピー性皮膚

炎患者では、56%に湿疹悪化を認め、その89%の

患者が入浴の問題を抱えていた。図4-図8に示す。 
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2） 支援者への聞き取り調査 

 令和6年能登半島地震にて支援に関わった医師

13名、コメディカル12名に対して聞き取り調査

を実施した。急性期にアレルギー患者の対応を

行ったのは6名で、うち5名が被災地医師であり、

災害対策チームは1名のみだった。亜急性期以降、

外部からの支援者にもアレルギー対応のニーズ

が共有されるようになった。アレルギー疾患に

関する災害対応について事前に情報を入手して

いたのは7名のみで、被災地医師の7割、災害対

策チームの6割が事前の情報入手がない状態で診

療・支援にあたっていた。発災後も資料を見る

時間がないなどの理由からアレルギー対応の情

報を得ていない支援者も存在した。 

 

Ｄ．考察  

 患者・家族からの聞き取り調査から、多くの

アレルギー患者が災害時に困難に直面していた

ことが明らかとなった。一方で、実際にアレル

ギーに関する相談を行っていた患者は半数以下

であり、アレルギー対応に関わる情報の入手も

限定的であった。厚労科研で作成されたパンフ

レットやアレルギーポータルサイトなどで災害

時にアレルギー患者は要配慮であることや災害

時の具体的なアレルギー対応についての啓発が

行われているが、患者への周知は十分でなく、

ひきつづき医療機関や行政等からのアレルギー

災害対応に関わる積極的な啓発活動が必要であ

ると考えられた。  

支援者に関しても、災害時にアレルギー患者

に対して具体的な支援が必要となることへの認

識が乏しく、事前に災害時のアレルギー対応へ

の情報を入手していた支援者は少なかった。患

者・家族への聞き取り調査からも、実際にアレ

ルギーの相談を行ったが理解してもらえなかっ

たとの回答もあり、支援者に対してもアレルギ

ー災害対応の啓発をすすめる必要性が高いと考

えられた。特に避難所での食品のアレルギー表

示がほとんど見当たらなかったことは喫緊の課

題である。また、平時からの準備も不足してお

り、地域におけるアレルギー相談窓口の確認や

具体的にアレルギー患者に対して支援を行うた

めの枠組みづくりを行い、関係機関との連携を

深めておくことで、災害時にアレルギー患者へ

の適切な支援が実現するものと考えられる。今
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回の聞き取り調査で明らかになった現状と課題

をもとに、本研究での患者・家族、ならびに行

政をはじめとする支援者向けのQ and A 集が作成

されることで、災害時のアレルギー対応につい

てさらなる啓発が進んでいくものと期待される。 

 

Ｅ．結論             

令和6年能登半島地震にて被災したアレルギー

患者・家族ならびに支援者に対して聞き取り調

査を行った。患者、支援者ともに依然として災

害時にアレルギー患者が要配慮者となる認識が

乏しく、平時からの準備の不足や発災後のアレ

ルギー相談ならびにアレルギー関連情報入手の

困難など災害時アレルギー対応における課題が

浮き彫りになった。 

                   

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表             

学会発表 

1)松田裕介 他．令和６年能登半島地震にお

ける小児アレルギー患者の実態把握．第 62

回日本小児アレルギー学会 発表予定 

2)松田裕介、他．令和６年能登半島地震での

アレルギー疾患災害対応に関する支援者への

聞き取り調査．第 62 回日本小児アレルギー

学会 発表予定 

 

                   

H．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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